


米国の大盤振舞いの意図

　新年おめでとうございます。　
　2019年は、インド太平洋をめ
ぐる米中の対立がさらに激化する
ことが予測される。そのことを明
示したのが、昨年11月17～18日
にパプアニューギニアで開催され
た、アジア太平洋経済協力
（APEC）首脳会議であった。あ
の温厚なペンス米副大統領が、中
国の「一帯一路」政策をはじめ、
相手国の財政能力を考慮しない強
引なインフラ輸出商法を厳しく批
判した。もっとも、中国とは価値
観の違いこそあれ、インフラ輸出
で全力疾走している日本にとって
は、決して他人事とは言えない状
況にあると言える。
　米中の対立は、慣例になってい
る首脳宣言をもまとめることがで
きずに終わった。だが、久しぶり
に世界のリーダー国家としての米
国の勇姿を見ることができた。米
国は「自由で開かれたインド太平
洋戦略」として、インド太平洋へ
の総額投資額1兆4,000億ドル（約

57兆9,500億円）、そしてインフ
ラ支援として600憶ドル（約6兆
8,000億円）という驚くべき巨額
の資金投入計画を表明した。これ
は中国のみならず日本にも大きな
インパクトを与えたのではないだ
ろうか。中国の一帯一路政策に基
づくインフラ建設に色気を見せて
いた日本の財界人たちも、米国の
大国らしい大盤振舞いには肝をつ
ぶされる思いだったに違いない。

太平洋の見方、考え方

　太平洋島嶼国を応援している日
本財団の笹川陽平会長は、日本に
とって中国の言う「一帯一路」のう
ち、「一路」が重視されるべきだと
主張する。「一路」とはアジア太
平洋を意味している。そして太平
洋島嶼国は小さな島国の集まりで
あると言えない時代になっている。
　広大な太平洋に点在する島々を
線で結び合わせた海域は、大きな
大陸に匹敵する新しい価値観を有
している。もし、その中の一島で
もこれまでと異なる価値観で支配
されると、太平洋の伝統的な秩序

が乱れることになり、太平洋の一
員でもある日本、オーストラリア、
ニュージーランドのみならず、
ASEANの平和と安定にも大きな
影響を与えることになる。
　例えば、日本は中国の第２防衛
ライン上にある戦略的要衝の地・
パラオの自立発展にもっと親身に
なって支援すべきだ。聞くところ
によると、現大統領は親日・親米
であるが、次の世代になると、間
違いなく中国の巨額のマネー作戦
に屈する恐れがあると言われてい
る。決して楽観は許されない。
　しかし、日本政府も財界人も、
太平洋島嶼国をただ経済的・市場
的な価値観だけで捉えて、多くの
島嶼国を線で結んだ広大な海域空
間としての政治的・経済的な潜在
的価値を見出さずに、政府開発援
助（ODA）の供与においても単
純に人口比率で援助額を決めがち
である。最近、太平洋の巨大な海
域の一点が崩された。オーストラ
リアの面前のバヌアツやパプアニ
ューギニアは、中国の軍事的色彩
の強い港湾開発を許し、自らは巨

額の借金に苦しむ破目になった。
　ただ、中国側に立ってみれば、
中国は社会主義政権を樹立して以
来、50年代、60年代、70年代の
冷戦時代に西側（欧米日）によっ
て中国のアジア太平洋への南下を
阻止する、いわば“竹のカーテ
ン”で包囲され、太平洋、インド
洋への出口がふさがれていた。
　だが、中国は1970年代後半か
らの「改革・開放」政策の下で開
かれた国になると同時に、海外へ
の進出が可能になり、国力が増大
すると、一気に南シナ海、東シナ
海への軍事拠点化を推し進めるこ
とになった。これは、一種の過去
の反動とも言える行動である。中
国にとって、外洋展開が可能にな
るにつれ、一帯一路の一帯化（外
洋進出）は歯止めがきかなくなっ
ている。

ODAをインド太平洋戦略に生かせ

　一方、日本では中国の動きに鋭
く反応するように、安倍首相の第
一次政権時代の2007年に、首相
自らインド国会で「インド洋と太
平洋の２つの海の交わり」と演説
して以来、「自由で開かれたイン
ド太平洋戦略」と呼ばれるように
なった。特に、中国が南シナ海や
東シナ海での軍事拠点化を強引に
進めることに対し、航行の自由、
法の支配などの価値観を強調して
きた。そして、インフラ整備など
を通じた連結性の強化による経済
的繁栄も求めている。
　この考え方は、中国の太平洋、
インド洋への一帯的進出に対抗し
たものとは言わないまでも、日本

にとってインド洋は中東からの石
油輸送のシーレーンであると同時
に、ヨーロッパとの交易、アフリ
カ東海岸諸国での経済開発、経済
進出という面での海上ルートとし
て重要な役割を担っている。
　そういう条件下で、日本はマラ
ッカ海峡の航路整備から始まり、
太平洋、インド洋、アフリカ東海
岸にいたる海上ルートの拠点とも
言える港湾開発を援助してきた。
しかし、こうしたODA実績は広
く世間に伝わっていない。非常に
残念なことである。
　太平洋側では、バヌアツのポー
トビラ港改修、サモアのアピア港
改修、インドネシアの最近の例で
はジャカルタ郊外のパティンバン
港開発、カンボジアのシアヌーク
ビル港整備、東部タイのレムチャ
バン港やサッタヒープ港、インド
洋側ではミャンマーのティラワ港、
スリランカのコロンボ港やトリン
コマリ̶港整備、ケニアのモン
バサ港開発、モザンビークのナカ
ラ港開発、マダガスカルのトアマ
シナ港拡張、ジブチへのフェリー
供与などをODAで支援している。

日本は海洋国家、貿易立国として
世界の港湾開発・整備を援助して
きた。その実績は、中国の一帯一
路にひけをとるものではない。た
だ、残念なことであるが、ODA
実績がどこまで国家ビジョンと連
動していたかは判然としない。継
続は力である。この際、戦略的な
視点で、ODAによる各港湾開発
とそのメンテナンスをもう一度再
検討する必要があろう。
　最後に問題提起したいことがあ
る。それは太平洋―インド洋を連
結させながら、アフリカ開発にど
う結びつけるべきかである。政府
にその戦略を具体化してもらいた
い。横浜での第７回アフリカ開発
会議（TICAD７）も間近に迫っ
ている。これからは、カナダ、ア
メリカ、オーストラリア、ニュー
ジーランドなど太平洋に面する
国々も、インド洋経由のアフリカ
開発計画立案に参加するよう働き
かける必要があろう。それはまさ
に、太平洋―インド洋リンケー
ジ・プログラムである。横浜での
TICAD７はこれまでと異なるア
ングルから躍進させてもらいたい。
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急がれるビジョンの具現化
インド太平洋戦略とアフリカ開発

フィジーの太陽がまた昇る。太平洋の神 し々さが伝わってくる（1991年4月撮影）
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タイ東部開発の行方
胎動するEEC構想

タイ政府が「Thailand 4.0」を掲げて約３年。

現在は産業高度化を一層後押しすべく

新たに「東部経済回廊」（EEC）開発を打ち出し、

インフラ整備と外国企業の誘致に乗り出している。

日中第三国協力の舞台としても注目が集まるEECだが、

果たしてそのポテンシャルはいかほどか。

現地取材を基にEECの実態に迫る。

1．総　論
中所得国の罠脱却の布石となるか　

2．日中協力の可能性
IDJ REPORT  日中絡むタイのスマートシティ
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南部経済回廊

EECでは現在、産業誘致のための物流イン
フラの整備が活発化している。主要港（レム
チャバン港、マプタプット港）やウタパオ空港
の拡張と、スワンナプーム空港、ドンムアン
空港、ウタパオ空港をつなぐ高速鉄道や主
要な港湾をつなぐ鉄道の複線化などが目玉
プロジェクトだ。さらに、タイ東部の主要な工
業団地の一つであるアマタシティ・チョンブリ
工業団地では現在、日中共同でスマートシ
ティ・プロジェクトも始まっており、第三国協
力の有力舞台として注目が集まっている。

日中第三国協力の舞台に

出典：雲南大学国際関係研究院・畢世鴻教授による作成資料『「一帯一路」イニシアティブと東南アジア』、
  　　 ATD Asia Pacific Conference & Exhibition内で使用されたThailand Development Research Institute （TDRI）・
  　　 Saowaruj Rattanakhamfu氏による作成資料「Workforce Development and Thailand 4.0:Shifting from  Quantity 
  　　 to Quality」を基に本誌作成

出典：雲南大学国際関係研究院・畢世鴻教授による作成資料『「一帯一路」イニシアティブと東南アジア』、
  　　 ATD Asia Pacific Conference & Exhibition内で使用されたThailand Development Research Institute （TDRI）・
  　　 Saowaruj Rattanakhamfu氏による作成資料「Workforce Development and Thailand 4.0:Shifting from  Quantity 
  　　 to Quality」などを基に本誌作成

東部経済回廊（EEC）構想は、タイ政府が国内の産業高度化を目指して2017年に掲げた
次世代の産業誘致政策だ。東部臨海工業地帯として発展してきた地域のうち、チャチュン
サオ、チョンブリ、ラヨーンの東部３県で約６兆円を投じ、次世代自動車やバイオテクノロジ
ー、ロボットなどの高度産業分野の誘致を図る。これらの対象地域は日本が支援してきた南
部経済回廊と中国が「一帯一路」構想の中で掲げる中国・インドシナ半島経済回廊の結
節点に位置していることもあって、日中両国が関心を示している。

東部経済回廊（EEC）とは

東部経済回廊（EEC）



タイ東部開発の行方～胎動するEEC構想

期待と懸念渦巻くEEC

会（BOI）による積極的な投資奨
励政策などが追い風となり、この
地域は”東洋のデトロイト”と呼
ばれる発展ぶりを示した。今や、
タイ東部を中心に日本の自動車メ
ーカーの多くが製造拠点を持って
おり、製造された自動車はすべて
レムチャバン港を経由して輸出さ
れている。その数は年間120万台
弱に及ぶ。
　2018年11月下旬、レムチャバ
ン港を訪れた。タイ東部は、ベト
ナム戦争時代の名残でもあり、道
路網が充実している。バンコクか
らレムチャバンまでの道も片側３
車線の高架式道路（有料）もしく
は片側５車線の一般道路が整備さ
れている。港へ運ぶ自動車やコン
テナを乗せたトラックがひっきり
なしに走っていた。
　レムチャバン港はコンセッショ
ン方式で運営されており、日本郵
船グループのNYK Auto Logistics 
（Thailand）が運営する区画では、
日本郵船が運航するRORO船へ
の積み込み作業が行われていた。
何百台もの自動車が船内に次々と
運び込まれ、10～30㎝の間隔で
整列されてベルトで固定されてい
く。高い運転技術とチームワーク
が必要な作業を、タイ人の作業員

ロニクス、③医療・健康ツーリズ
ム、④農業・バイオテクノロジー、
⑤食品加工、⑥ロボティクス、⑦
航空・ロジスティクス、⑧バイオ
燃料とバイオ化学、⑨デジタル、
⑩ヘルスケアの産業だ。これら
10産業を、チョンブリ県とラヨ
ーン県、チャチェンサオ県をまた
ぐタイ東部において育成・振興し
ようというのが、この戦略の中核
と な る 「 東 部 経 済 回 廊 」
（EEC）開発構想だ。重点産業
の投資奨励やインフラ整備などを
通じ、22年までに総額１兆7,000
億バーツ（約５兆9,500億円）の
投資を呼び込むという。

強まる一帯一路との連携

　タイは、地政学的な利点を生か
し、EECをアジアのゲートウェ
イにもしようとしており、EEC
を中国の「一帯一路」とも絡めよ
うとしている。
　タイでは、「タイ－中国 ラヨ
ーン工業ゾーン」が設けられるな
ど、以前から地方部を中心に中国
企業の進出が進んでいる。中国が
昆明からラオス、タイ、マレーシ
アを通りシンガポールまでをつな
ぐ鉄道構想を抱く中、2014年に
は中国と鉄道整備事業について合
意するなど、関係を深めてきた。
　EECにおいては、18年４月に
中国の電子商取引（EC）最大手
アリババグループのジャック・マ
ー会長とプラユット首相が会談し、
マー会長が今後５年間でEECへ
３億円の投資を表明。同年８月に
はバンコクで一帯一路とEECと
の戦略的パートナーシップをテー

マとしたタイ・中国
ビジネスフォーラム
が開かれるなど、投
資を促進する動きが
活発化しつつある。
こうした流れの中で、
タイは、かつて自国
の工業化に大きく貢
献した日本にも、積
極的な投資への期待を示している。

80年代に進んだ東部臨海開発

　EECの対象地域は、1981年以
降、バンコクから約140kmに位
置するチョンブリ県のレムチャバ
ン港と南に下ったシャム湾のガス
田に面するマプタプット港、そし
てそれぞれの港に隣接する大型工
業団地整備を中核とした臨海工業
地帯開発が進められてきた。京浜
工業地帯など臨海工業地帯開発に
おいて知見を持つ日本は、この計
画が打ち出されるとすぐに協力を
表明。82年、レムチャバンおよ
びマプタプットの港や工業団地、
鉄道やダムの整備など計16事業
の支援プロジェクトが策定され、
27件の円借款が供与された。
　タイの工業団地は、当初は主に
バンコク北部や東北部で整備され
ていた。しかし、1970年代にシ
ャム湾沖で天然ガス田が発見され
たことで、重化学工業などの工業
化の拠点として東部に関心が集ま
ったのだ。東部臨海開発計画は、
当時のタイの経済力からみて実現
は困難という声もあった。しかし
実際は、85年のプラザ合意によ
る円高をきっかけとした日本企業
の海外進出の波や、タイ投資委員

イノベーション主導型経済へ

　2016年、タイのプラユット・
ジャンオーチャー政権は、17年
以降の20年間における長期国家
戦略、別名「タイランド4.0」を
発表した。「中所得国の罠」に陥
るタイを、36年までに高所得国
へ押し上げるための戦略である。
その目的は、デジタル経済の発展
と新世代産業の育成の２つを柱と
した、イノベーション主導型の経
済成長路線への転換だ。

タイにおけるこれまでの経済発展
の段階を1.0から3.0で分けると、
戦前の工業化以前の「タイランド
1.0」は、農業が経済構造の中心
となっていた。戦後は、安価な労
働力を基に軽工業が振興される
「タイランド2.0」へと移行。そ
の後、1970年代のオイルショッ
クによる一次産品の国際市況の低
迷で工業化のニーズが高まり、
80年代の東部臨海開発や日本企
業の進出を受け、重化学工業がタ
イ経済を支える「タイランド

3.0」へと発展していった。97年
に通貨危機、2006年にはタクシ
ン元首相の失脚など国内の政治的
な混乱による内需低迷などに見舞
われたが、輸出を成長エンジンに
GDP成長率は底堅く推移してい
る。とはいえ、産業構造は「タイ
ランド3.0」から大きな変化がな
く、次なる発展段階への歩みが鈍
かった。そうした状況を打破する
ための方策がタイランド4.0だ。
　この戦略がターゲットとするの
は、①次世代自動車、②エレクト
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総　論1

日本郵船が運航するRORO船（レムチャバン港）

バンコク市内を走るBTS（高架鉄道）


